
 

全国酸性雨調査（104） －乾性沈着（沈着量の推計）－ 

○家合 浩明 1)、松本 利恵 2)、山添 良太 3)、仲井 哲也 4)、宇野 克之 5)、紺田 明宏 5)、松田 和秀 6) 
1)新潟県保健環境科学研究所、2)埼玉県環境科学国際センター、3)鳥取県衛生環境研究所、 
4)元愛媛県立衛生環境研究所、5)愛媛県立衛生環境研究所、6)東京農工大学 

【全国環境研協議会 酸性雨広域大気汚染調査研究部会】 

１．はじめに 

全環研酸性雨広域大気汚染調査研究部会の酸性雨全国調査では、フィルターパック法(FP 法)で測定したガ

ス状および粒子状物質の大気中濃度から、インファレンシャル法により、乾性沈着量の推計を行っている。

ここでは、2016 年度(平成 28 年度)の結果について報告する。

２．調査方法 

乾性沈着量は沈着量(F) = 沈着速度(Vd) × 大気中濃度(C)の式で推計した。Vdは気象条件、地表面の被覆状

況などにより変化するため、前年度と同様に乾性沈着推計ファイル Ver.4-2*)を用い、土地利用状況別 Vd を調

査地点周辺半径 20km の土地利用割合で加重平均して求めた。この推計は FP 法で大気濃度を測定した 30 地

点で実施し、さらに自動測定装置またはパッシブ法により NO2、NO 測定結果がある 16 地点については NO2、

NO の沈着量も推計した。

３．結果および考察 

乾性沈着量は FP 法による大気濃度の年平均値が欠測または参考値となった調査地点を除く地点の年平均

乾性沈着量はガス状物質の SO2、HNO3、NH3がそれぞれ 6.6、12.7、32.7 mmol m-2 y-1、粒子状物質の nss-SO4
2-、

NO3
-、NH4

+がそれぞれ 3.2、3.6、5.8 mmol m-2 y-1であった。ガス状および粒子状物質を合わせた年平均乾性

沈着量については、非海塩由来硫黄成分(SO2＋nss-SO4
2-)が 9.7 mmol m-2 y-1、NOx (= NO2＋NO)を含まない酸

化態窒素成分(HNO3＋NO3
-)が 16.3 mmol m-2 y-1で NOx を含めると 21.8 mmol m-2 y-1となり、還元態窒素成分

(NH3＋NH4
+)が 38.5 mmol m-2 y-1だった。それぞれの成分について、継続測定をしている 7 地点の経年変化を

図 1 に示した。地点により沈着量に差があるが、非海塩性由来硫黄成分は全体的には減少傾向が、NOx を含

まない酸化態窒素成分は年度で変動が大きい地点があるがほぼ横ばい、還元態窒素成分はわずかながら減少

している地点もあるがほぼ横ばいの傾向が認められた。

また、推計した乾性沈着量と湿性沈着量を合わせた総沈着量について、それぞれの年平均値が有効となっ

た 25 地点において算出し、6 つの地域区分 (北部(NJ、2 地点)、日本海側(JS、5 地点)、東部(EJ、7 地点)、中

央部(CJ、7 地点)、西部(WJ、3 地点)、南西諸島(SW、1 地点))に分けて集計し、年間総沈着量の中央値を求め

た。図 2 には非海塩性硫黄成分と窒素成分(酸
化態+還元態)の年間総沈着量を示した。いずれ

の成分とも WJ が多く、NJ が少なかった。ま

た、非海塩性硫黄成分では WJ を除く地域では

湿性沈着の割合が大きいが、窒素成分では多く

の地域で乾性沈着量の割合が非海塩性硫黄成

分よりも大きくなっていた。SW では乾性沈着

量の占める割合が他地域に比べると大きいと

いう特徴があった。

*）乾性沈着推計ファイル：http://www.ies.hro.or.jp/seisakuka/acid_rain/kanseichinchaku/kanseichinchaku.htm 

図 2 各地域区分の年沈着量(2016 年度中央値)
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図 1 継続調査地点における乾性沈着量の経年変化 (2003～2016 年度)

 

全国酸性雨調査（１０３）－乾性沈着（パッシブ法によるアンモニア濃度）－ 
 
○横山新紀１）, 山口高志２）， 佐藤由美３) , 箕浦宏明４）， 村野健太郎５) ， 大原真由美６)  
１）千葉県環境研究センター,２）（地独）北海道立総合研究機構環境・地質研究本部環境科学研究セン
ター,３）前宮城県保健環境センター,４）（一財）日本環境衛生センターアジア大気汚染研究センター,
５）京都大学,６）大気環境学会中国四国支部（全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会） 

 
【はじめに】 
全環研酸性雨広域大気汚染調査研究部会では，

2009 年度から小川式パッシブサンプラー（Ｏ式法）によ
るアンモニア全国調査を開始した。今回，2016 年度の
結果について報告する。 
【方法】 
 Ｏ式法は THE OGAWA SAMPLER として欧米でも用
いられる方法で，他の方法と比較することなく濃度の算

出が可能である。採取は原則１ヶ月単位としている。 
【結果と考察】 
 図 1に結果が得られた全国 19地点を示す。また図 2
に各地点のアンモニア濃度年平均値(2016 年度)を示
す。地点別では北海道の母子里(0.2 ppb)，天塩 FRS 
(0.3 ppb)が低く，沖縄県の大里(8.9 ppb)，千葉県の旭
(78.5 ppb)が高い値であった。これまでと同様に畜産
業の影響を受けると考えられる地点で濃度が高かっ

た。また，概ね 1 ppb を下回る低濃度の地点は北部
に多く，東部の加須，市原，佐倉では 3 ppb 程度，
豊橋 4 ppb 程度と，東部から中央部にかけてやや濃
度の高い地点が見られた。  
図 3に千葉県内の旭，市原，佐倉の 2009年からの

O式法によるアンモニア 濃度推移を示す。国内でも

有数の畜産地域である旭では上昇する傾向が見られ，

2014年には 110 ppb程度になった。2016年頃から低
下傾向となり 2017年には 80 ppbを切ったがその後
横ばいとなっている。一方，工業地域の市原，郊外

地域の佐倉では 3 ~ 4 ppbと横ばいで推移している。 
旭では 2000年ごろから家畜頭数が増加して，2015
年まで増加傾向が続いていた。アンモニア濃度も

2014年頃まで増加傾向だったことから，家畜頭数の
増加傾向とよく一致した。しかし，2016年以降アン
モニア濃度は低下傾向に変化したことから，家畜頭

数や飼育環境に変化が生じた可能性も示唆される。

一方，市原，佐倉ではほとんどアンモニア濃度は変

化していないことから，工業地域や郊外地域でのア

ンモニア発生源については大きな変化はなかったも

のと推察される。大気中のアンモニア濃度への影響

要因の一つとして畜産業の影響があると考えられ，

今後も推移を見守っていく必要がある。 
 

 

 
図 2 各地点のアンモニア濃度 (ppb) 

 
図 3 千葉県内アンモニア濃度推移(ppb) 
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図 1 対象地点 
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